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１ 計画策定の経緯
食の安全・安心は、食料供給県である新潟県にとって極めて重要な課題です。

しかしながら、全国的には食品による健康被害の発生や偽装表示の発覚など、食の安全

、 、・安心を揺るがす様々な事件や事故により 消費者の食に対する不安感・不信感が強まり

食の安全・安心の確保が必要となってきました。

新潟県においては、平成１５年８月に「新潟県における食品安全基本方針」を策定し、

「 」平成１６年度からは行動計画である 新潟県における食品安全基本方針アクションプラン

により、県の食品安全確保施策を推進してきました。

しかし、これまで以上に食の安全・安心を高めていくためには、行政の取組だけではな

く、食品関連事業者や消費者の食の安全・安心に対する意識を高め、関係者が一体となっ

て取り組む必要があります。そこで、食の安全・安心に関する理念や関係者の責務・役割

を明確にした「にいがた食の安全・安心条例（以下「条例」という 」を平成１７年１０。）

月に制定するとともに 条例第９条に基づき にいがた食の安全・安心基本計画 以下 計、 「 」（ 「

画」という ）を策定しました。。

２ 計画の位置づけ
計画は、消費者・食品関連事業者・行政が一体となって食の安全・安心に取り組むため

の総合的な計画として策定したものであり、条例の条項に沿って行う中期的な取組の内容

を明らかにするものです。

なお、この計画と関連する他の計画は次のとおりです。

・ 新潟県「夢おこし」政策プラン[1] ：平成１８～２８年度

・ 新潟県農林水産ビジョン[2] ：平成１８～２４年度

・ 新潟県健康福祉ビジョン[3] ：平成１８～２８年度

・ 新潟県健康づくり指針「健康にいがた２１」 ：平成１２～２２年度

・ 「バイオマスにいがた」構想 ：平成１７～２４年度

・ 新潟県農林水産関係試験研究推進構想 ：平成１８～２４年度

・ にいがた２１地産地消運動マスタープラン ：平成１８～２０年度

・ 新潟県食育推進計画[4]（策定中） ：平成１９～２２年度

・ 新潟県食品衛生監視指導計画[5] ： 毎年度策定

・ 新潟県環境基本計画（策定中） ：平成１９～２８年度

------------------------------------------------------------------------------

用語説明

[1] 新潟県「夢おこし」政策プラン

これまでの新潟県長期総合計画に代わり 「将来に希望の持てる魅力ある新潟県の実現」を基本、

理念とした、新しい県の最上位の行政計画

[2] にいがた農林水産ビジョン

本県農林水産業・農山漁村の情勢や今後の変化に的確に対応していくため、生産者、農林漁業団体、

県民、市町村、県がそれぞれの役割分担のもとに取り組むべき課題と、その方向を示す指針
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[3] 新潟県健康福祉ビジョン

県民一人一人が、自分らしい、満足度の高い人生を送ることができるよう、今後約１０年を目

途に、目指すべき健康福祉施策の方向を示した計画

[4] 新潟県食育推進計画

新潟県食育推進計画とは、平成17年に制定された食育基本法第17条に規定する都道府県食育推

進計画に位置づけるもので、本県の地域特性を取り入れた総合的な食育を推進するための県計画

です。

[5] 食品衛生監視指導計画

食品関連施設の監視指導や検査を計画的かつ効率的に行うため、食品衛生法に基づいて新潟県

及び保健所を設置している新潟市が毎年策定している計画です。内容は、給食施設、食品製造施

設、スーパーマーケット、鶏卵選別包装施設、と畜場、食鳥処理場などの食品営業関連施設の監

視指導項目、監視回数や食品の計画検査数などを定めています。

監視や検査の結果については、毎年公表し、県ホームページ「食の安全インフォメーション」

に掲載しています。

３ 計画の期間
この計画の期間は、新潟県「夢おこし」政策プランや、新潟県健康福祉ビジョン、にい

がた農林水産ビジョンなど他の中長期計画との整合性を図るため、平成１９年度から２４

年度までの６年間とします。

また、条例には施行後３年となる平成２０年度に見直しを行うとの規定が盛り込まれて

いることから、平成２０年度末に計画の中間見直しを行うこととします。

なお、計画を変更する場合は、県民やにいがた食の安全・安心審議会の意見を十分に聞

いた上で見直しを行います。
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４ 計画の目標と成果指標

目 標 ： 食の安全・安心の実現

成果指標 ： 食の安全確保の取組が十分に行われてい

ると感じる県内外の住民の割合

条例の目的と基本理念の実現に向け、計画の目標として「食の安全・安心の実現」を掲

げます。

食の安全・安心は、食料供給県として確実に食品等の安全性確保を行うとともに、全国

の消費者の皆さんから、県産食品に対する信頼を得ることができて、はじめて実現するも

のと考えています。

また、この目標を実現するためには、県の積極的な取組はもとより、食品関連事業者、

消費者といった関係者一体となり、安全確保と信頼確保の取組を行う必要があります。

この目標の到達度を測る成果指標としては 「食の安全確保の取組が十分に行われている、

と感じる県内外の住民の割合」を掲げます。

この指標は、食の安全・安心が新潟県において県の取組だけでなく、食品関連事業者の

取組も含め一体となって進んでいるか把握するとともに、県民だけでなく県外の消費者の

評価も把握するものです。本計画に基づき、関係者一体となって様々な施策を展開してい

くことにより、指標値の上昇を目指します。

なお、この成果指標値は、県内、県外の住民を対象としたアンケート調査により把握す

ることとしています。

にいがた食の安全・安心条例 抜粋

（目的）

この条例は、食の安全・安心について、基本理念を定め、県及び食品関連事業者の責務並びに県民第１条

の役割を明らかにするとともに、県が食の安全・安心に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための

基本的な事項を定め、もって県民の健康を保護すること並びに県民が安全で安心な食生活を享受でき、及

び安全で安心な食品等を消費者に提供できる新潟県を築くことを目的とする。

（基本理念）

食の安全・安心は、県民の健康を保護することが最も重要であるという認識の下に行われなければ第３条

ならない。

２ 食の安全・安心は、必要な措置が食品等の生産から消費に至る一連の過程の各段階において適切に講じ

られることにより、行われなければならない。

３ 食の安全・安心は、食料供給県としての役割にかんがみ、農林水産物その他食品の生産、製造、加工等

の段階において特に行われなければならない。

４ 食の安全・安心は、科学的知見に基づき行われなければならない。

５ 食の安全・安心は、消費者、食品関連事業者及び県の相互理解と協力の下に行われなければならない。

６ 食の安全・安心は、食品等の安全性と環境の密接な関係に配慮して行われなければならない。
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５ キャッチフレーズ

～ 見える安全 知る安心 みんなで育む食のにいがた ～

この計画を推進するにあたり、県民のみなさまから食の安全・安心施策の重要性を理解

していただくため、キャッチフレーズを設定し、にいがた食の安全・安心基本計画のＰＲ

に活用します。

食品の安全性が確認できる取組を表しています。「見える安全」

主な取組

・安全で安心な食品等の提供を推進するため、食品関連事業者への指導を行います。

・食品の行政検査をしっかり行い、結果を迅速に公表します。

・正確な食品表示がされるよう、食品関連事業者の指導取締を行います。

食に関する情報を消費者に伝える取組を表しています。「知る安心」

主な取組

・行政からの正確な情報発信を強化します。

・食品関連事業者からの食の安全・安心に関する情報発信を支援します。

・消費者、食品関連事業者、行政の間で、食の安全についての相互理解を推進します。

「みんなで育む食のにいがた」

「見える安全」と「知る安心」をキーワードに、消費者、食品関連事業者、行政が一体

となって食の宝庫「にいがた」で安全・安心の取組を展開するイメージを表すものです。
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６ 施策の視点と体系
条例においては 「食の安全・安心」を「食品等の安全性確保」と「食品等に対する消費、

者の信頼性確保」と定義していることから、計画の目標である「食の安全・安心の実現」

に向け、大きく２つの視点から施策を展開していきます。

２つの視点から展開する施策については、条例の第２章「食の安全・安心に関する基本

的施策」の条項ごとに整理し、２０の施策にまとめました。

これら２０の施策には、県の取組の他に食品関連事業者、消費者それぞれの役割も規定

、 、 、 「 」し 県 食品関連事業者 消費者が一体となって推し進めることにより 食の安全・安心

を実現します。

安全で安心な食品の提供視点１

～見える安全～

新潟県は、米を中心とした様々な農林水産物や加工食品の一大供給県です。県民は

もとより、全国の消費者の皆さんに安全で安心な食品を安定して提供することは、県

民の健康を保護する上での基礎となるとともに、食料供給県としての責務でもありま

す。

安全な食品を安定して供給できる仕組みを作り、それを全国の消費者にＰＲしてい

くことは 「安全・安心なにいがた」といったブランドイメージを確立し、高付加価値、

化、有利販売にもつながるものであり、県内の農林水産業、食品産業の振興のために

も極めて重要です。

そのため、県は生産から消費に至る一連の過程の各段階において食品の安全性確保

の取組が適切に講じられているか、表示等が適正になされているか、指導・監視・検

査を行うとともに、食品関連事業者の自主的な取組を推進する必要があります。

また、これらの取組を科学的知見に基づき行うための研究開発の推進や不測の事態

に備えた危機管理体制づくりを行うなど、食の安全確保施策を総合的に進めていきま

す。

食の安全・安心を育む信頼関係の確立視点２

～知る安心～

食の安全・安心を推進するためには、安全な食品を供給するだけでなく、食品を供

給する側や行政が消費者から信頼されることが必要です。県は市町村と連携も図りな

、 、がら食の安全・安心に関する様々な情報や意見交換の機会を提供し 消費者と生産者

製造加工業者、販売者、行政機関などの相互理解を進めることが重要です。

・そのため、県はあらゆる媒体を活用し、食品関連事業者や消費者に対し、食の安全

安心に関する情報をわかりやすく十分に提供するとともに、食品関連事業者から消費

者へ向けた情報発信についても支援します。

なお、多くの県民が参加し、行政、食品関連事業者、消費者が協働して食の安全・

安心の推進に取り組むため、県民意見を取り入れた施策を策定し実施するとともに、



施策　１　安全で安心な農作物等の提供の推進

施策　２　安全で安心な畜産物の提供の推進

施策　３　安全で安心な水産物の提供の推進

施策　４　安全で安心な加工食品の提供の推進

施策　５　添加物、農薬、動物用医薬品、飼料の適正使用の徹底

施策　６　遺伝子組換え作物の他の作物との交雑・混入の防止

施策　７　一貫した監視等の実施

施策　８　食品等の適正な表示の徹底

施策　９　危機管理体制の整備

施策１０　研究開発の推進

施策１１　県からの情報発信の強化

施策１２　食品関連事業者から消費者への情報提供の推進

施策１３　消費者、食品関連事業者、県の相互理解の推進

施策１４　自主基準の設定及び公開の推進

施策１５　食育の推進

施策１６　食の安全・安心に係る施策の申出制度の普及

施策１７　食に起因する危害情報の申出制度の普及

施策１８　国や他の自治体との協力体制の整備

施策１９　食の安全・安心に係る人材の育成

施策２０　環境保全に配慮した事業活動の推進

食
の
安
全
・
安
心
の
実
現

視点１
安全で安心な食品の
提供

視点２
食の安全・安心を育
む信頼関係の確立

食の安全・安心に関する基本的施策施策の視点目標
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それらの取組をサポートする人材の育成を行います。

また、別に定める新潟県食育推進計画に基づき、県民が食品関連事業者の活動や食

の安全・安心に対する理解を深めることができるよう食育を推進します。

施策の体系図



新潟県
（県庁内関係課室長で構成）食の安全・安心戦略会議

＊条例に基づく施策を総合的かつ計画的に推進するための総合調整機関

連

携

検討指示

国、都道府県、市町村

「にいがた食の安全・安心基本計画」推進体制
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７ 計画の推進体制
食の安全・安心に深く関係する県庁内関係課で組織した「食の安全・安心戦略会議」を

中心に 「にいがた食の安全・安心審議会[6]」の意見を踏まえ、国や他の都道府県とも連、

携しながら食の安全・安心に関する施策を、総合的かつ計画的に推進します。

地域においては、県の地域機関で組織する「食の安全・安心推進地域会議」を中心に、

市町村や関係団体、地域住民らと連携し、県民とリスクコミュニケーション[7]を図りなが

ら計画を推進します。

諮問、答申、意見 意見、提言、連携

指導・監視 情報提供

情報提供 施策の申出リスクコミュニケーション

（意見交換・情報交換）協力・連携

法の遵守・安全な食品の提供 情報提供 食に関する知識の習得

（生活衛生課長）議長
事務局

食の安全・安心推進係

食品・流通課長、畜産課長、水産課長農林水産部：
農産園芸課長、農業総務課政策室長

県民生活課長県民生活・環境部：

保健体育課長教育委員会：

健康対策課長、生活衛生課長福祉保健部：

＊実務的な事業の企画、検討、調整を行う作業部会（関係課担当係長等で構成）

（地域振興局単位で関係部・所の担当課長で構成）食の安全・安心推進地域会議
＊地域において連携した取組を行うための調整機関

[地域会議事務局]○農林水産（農業）振興部 ○健康福祉（環境）部○企画振興部 ○家畜保健衛生所

食品関連事業者 県民（消費者）

にいがた食の安全・安心審議会

○ 関係者（食品関連事業者・消費者）の役割について

条例第３条では、基本理念として「食の安全・安心は、消費者、食品関連事業者及び県の相

互理解と協力の下に行わなければならない 」とされています。。

食品の安全性の確保には、県民の皆さんが食品の安全性等に関する知識及び理解を深め、食

品関連事業者が行う食の安全・安心への取組に対する理解と協力が不可欠です。

条例では、県民の皆さんが一定の役割を担うことを期待し、県の責務、食品関連事業者の責

務の他に、県民の役割を規定しています。
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------------------------------------------------------------------------------

用語説明

[6] にいがた食の安全・安心審議会

公募も含め、消費者、食品関連事業者、学識経験者から選ばれた１５名で構成され、条例に基づく基本計

画など県の施策や、食の安全・安心に関する重要事項を調査審議するために設置されています。

[7] リスクコミュニケーション

行政や消費者、事業者、専門家などの間でリスク（食品中に危害が存在する結果として健康への悪影響が

発生する確率と影響の程度）に関する情報及び意見を相互に交換することです。

８ 計画の進行管理と公表
計画の実効性を確保するために、成果指標などを活用した進行管理を行い、必要に応じ

にいがた食の安全・安心審議会から点検を受けながら計画を進めていきます。

実施状況は毎年度公表し、県民の皆さまの意見を求めながら必要に応じ実施方法等を見

直していきます。

にいがた食の安全・安心条例 抜粋

（県の責務）

県は、前条に定める基本理念にのっとり、食の安全・安心に関する基本的かつ総合的な施策を策定第４条

し、及び実施する責務を有する。

２ 県は、この条例に基づく施策の実施に当たっては、国、他の都道府県及び市町村と緊密な連携を図るも

のとする。

（食品関連事業者の責務）

食品関連事業者は、関係法令を遵守するとともに、自らの事業活動が県民の健康に大きく影響を及第５条

ぼすことを自覚し、自らが提供する食品等の自主検査を推進する等自主的に食品等の安全性の確保に取り

組まなければならない。

２ 食品関連事業者は、その事業活動に係る食品等に関する情報の公開、消費者との積極的な意見の交換等

を通じ、食品等に対する消費者の信頼の確保に努めなければならない。

３ 食品関連事業者は、食品等の安全性と環境が密接に関係していることを踏まえ、その事業活動が環境に

与える影響に配慮しなければならない。

４ 食品関連事業者は、県がこの条例に基づき実施する施策に協力しなければならない。

（県民の役割）

県民は、食品等の消費に際し、その安全性を損なうことがないよう適切に行動し、並びに食品等の第６条

安全性、健全な食生活等に関する知識及び理解を深めるよう努めるものとする。

２ 県民は、食品関連事業者が食の安全・安心について積極的に取り組むことができるように、その取組に

ついて理解を深めるとともに、その取組に協力するよう努めるものとする。

３ 県民は、食の安全・安心に関する県の施策に対し必要に応じて意見を表明し、及びその施策に協力する

よう努めるものとする。

４ 県民は、自らが行う食品等の消費行動が環境に様々な影響を与え、それが食品等の安全性に関係してい

ることを踏まえ、食品等の消費に当たっては環境に与える影響への配慮に努めるものとする。
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９ 食の安全・安心に関する基本的施策

安全で安心な食品の提供視点１

施策１ 安全で安心な農作物等の提供の推進

県は、安全で安心な農作物等の生産を促進するため、生産の各段階における安全性の第10条
確保のための取組の促進、生産技術の開発及びその成果の普及、生産過程の情報の記録及び
その保管に対する支援その他の必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

、「 」 、輸入ほうれん草の残留農薬問題などが報道され 食 に対する意識が高まるとともに

農林水産物の安全性や信頼性に対する関心が高まっています。また、ポジティブリスト

制度[8]が導入され、農薬の使用履歴など記録の重要性がより高まっています。

安全で安心な農作物や林産物の生産を推進するため、消費者ニーズに対応したトレー

サビリティ[9]の確立及び取組拡大や食品安全ＧＡＰ[10]の推進等により、生産履歴の情

報開示や安全を高める取組を推進する必要があります。また、生産者に対する農薬の適

正使用と記録に関する指導を継続して実施する必要があります。

取組方針

○ 生産者に対し、農作物等の生産技術及び管理技術の普及を図り、消費者への安全で安

心な食品の提供を推進します。

○ 安全・安心な県産農作物等の生産・供給と消費者の信頼確保のため、消費者ニーズに

対応したトレーサビリティの確立と取組拡大を図っていきます。

県の取組

１ 品種改良や生物的・物理的・耕種的防除法 を活用した安全・安心な農作物等生[11]

産技術の普及

農業総合研究所等で開発された、コシヒカリＢＬ[12]や新たに開発される防除技術

等の農業者への普及を図ります。

２ 環境保全型農業の推進

たい肥等有機質資源を利用した土づくりを基本とし、化学合成農薬や化学肥料の使

用量を低減した栽培の実践を通じ、環境と調和した環境保全型農業を推進します。

また 「持続性の高い農業生産方式の導入に関する法律」に基づき、環境保全型農業、

を実践する農業者をエコファーマー[13]として認定します。

３ 食品安全ＧＡＰの啓発・普及と導入支援

より安全・安心な農作物等を消費者へ提供するため、食品安全ＧＡＰ（農作物等の

生産の各段階における安全確保に向けた取組）についての啓発・普及と導入支援を行

います。
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４ トレーサビリティの導入支援と普及啓発

生産者及び生産者団体が行う生産履歴記録等を、電子データとして保管・活用する

ための、サーバー、パソコン等システム導入に必要な情報関連機器等の整備について

支援します。

また、消費者ニーズの把握に努めるとともに、消費者・食品関連事業者向けＰＲチ

ラシの作成、配布を行い、トレーサビリティについて普及・啓発を行います。

関係者の役割

食品関連事業者：行政や関係団体の広報、講習会などから情報を収集し、農業生産技術

の習得や生産履歴の記録に努めるとともに、環境と調和した環境保全型

農業や食品安全ＧＡＰに積極的に取り組む。

消 費 者：食に関する意見交換会や交流会、農業体験などへの積極的な参加を通

じ、県内農業や農作物の生産、流通及び食の安全・安心のためのコスト

について理解を深め、県産農作物等の消費に努める。

取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

特別栽培農産物等面積[14] 9,403ha 35,000ha 55,000ha

エコファーマー認定者数 1,143人 2,500人 4,400人

用語説明

[8] ポジティブリスト制度

、 （ ）原則すべての農薬等について 残留基準 基準が設定されていない農薬等については一律基準を適用

を設定し、基準を超えて食品中に残留する場合、その食品の販売等を原則禁止する制度です。

[9] トレーサビリティ

食品の生産や流通に関する履歴情報を追跡・遡及することができる方式。生産や流通業者は、媒体

（ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ、ICタグ等）に食品情報を集積するなどし、それを消費者等が必要に応じて検索できるシス

テムです。

[10] 食品安全ＧＡＰ（Good Agricultural Practice）

農産物の生産から流通までの過程で、食品の安全性を脅かすリスクが発生する場面を予め想定し、

その場面ごとの対策を確実に実施し、その内容を記録することにより、安全性を確保する手法です。

[11] 生物的・耕種的・物理的防除法

従来の化学合成農薬に依存した病害虫防除でなく、天敵の使用や病害虫が発生しにくい栽培方法、

資材等を活用した環境にやさしい病害虫防除の方法です。

（具体例）生物的防除：天敵やフェロモンを利用した害虫密度の低下

耕種的防除：抵抗性品種の導入や接ぎ木、輪作、雨よけ栽培、換気による湿度低下など

物理的防除：防虫ネットによる害虫の侵入防止、熱湯や蒸気による土の消毒など
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[12] コシヒカリＢＬ

「コシヒカリ」に、いもち病に強い性質をプラスした品種で、平成１７年度から新潟県内で一般栽

培が開始されました。従来からの「戻し交配」という育種手法で、１５年の歳月をかけて新潟県が開発

したものです。

[13] エコファーマー

「 」「 」「 」 、土づくり技術 化学肥料低減技術 化学合成農薬低減技術 を一体的に取り組む計画を策定し

この計画が県の基準に適合した場合、環境保全型農業を実践する生産者（エコファーマー）として認定

しています。

[14] 特別栽培農産物等面積

化学合成農薬と化学肥料の使用量を、慣行からそれぞれ３割以上減らした農産物の栽培面積のことで

す。
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施策２ 安全で安心な畜産物の提供の推進

第10条第２項 県は、安全で安心な畜産物の生産を促進するため、家畜の飼養に当たっての衛
生的な管理の指導及び促進、家畜伝染病等の検査、監視及び防疫体制の整備、生産過程の情
報の記録及びその保管に対する支援その他の必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

ＢＳＥ（牛海綿状脳症）の発生、牛肉の偽装表示などにより畜産物の安全性や信頼性

に対する関心が高まっています。また、ポジティブリスト制度[8]が導入され、動物用医

薬品の使用履歴など飼養管理記録がより重要となっています。

また、安全で安心な畜産物の生産を推進するため、衛生的管理の指導、伝染病の監視

はもとより、動物用医薬品の適正使用や飼養管理記録の普及を図るため、生産段階にＨ

ＡＣＣＰ[15]方式による衛生管理手法の導入を推進する必要があります。併せて、消費

者ニーズに対応した畜産物のトレーサビリティ[9]の確立と取組拡大が必要です。

取組方針

○ 安全で安心な畜産物の生産を推進するため、家畜の飼養に当たっての衛生的な管理技

術の普及を図っていきます。

○ 人の健康にも影響を及ぼすＢＳＥなど家畜伝染病の検査、監視を行うとともに防疫体

制の整備を図っていきます。

○ 安全・安心な県産畜産物の生産・供給と消費者の信頼確保のため、消費者ニーズに対

応したトレーサビリティの確立と取組拡大を図っていきます。

県の取組

１ 家畜伝染病予防法で定められた飼養衛生管理基準 の遵守状況調査・指導[16]

家畜の飼養段階における衛生管理を改善することにより、伝染性疾病の発生を抑制

し、安全な畜産物を供給するため、衛生管理の方法について家畜の所有者が守るべき

基準が定められたことから、この基準の遵守状況を調査し、それに基づいた指導を行

います。

[17]２ ＨＡＣＣＰ方式導入のための啓発・指導、導入農場の認定

畜産物の安全性を確保するため、ＨＡＣＣＰの考え方に基づいた家畜の飼養衛生管

理（ＨＡＣＣＰ方式）の導入を推進するよう啓発・指導を行います。

また、この方式を導入した農場を安心農場として認定します。

３ 家畜伝染病の検査、監視及び防疫体制の整備

家畜伝染病の中には、人に感染するものもあることから検査、監視を行うとともに

防疫体制の整備を行います。

中でも、ＢＳＥについては、国内の感染状況の正確な調査及びＢＳＥ対策を検証す

るため、法律に定められた２４か月齢以上の死亡牛の全頭検査を行います。

４ 牛肉トレーサビリティ法 に基づく生産履歴情報管理システムの円滑な運用に向[18]

けた協力

国が行う特定料理（焼き肉、しゃぶしゃぶ、すき焼き、ステーキ）提供業者等への

監督指導・調査に関して、県としても必要に応じて協力していきます。
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５ 豚肉の生産履歴情報の開示の推進

生産者団体が行う豚肉の生産・出荷情報の電子データでの保管、生産履歴情報の提

供を推進するため、養豚農家の取組拡大を図ります。

関係者の役割

食品関連事業者：行政や関係団体の広報、講習会などから情報を収集し、飼養衛生管理

技術の向上を図るととともに、生産履歴の記録に努め、積極的にＨＡＣ

ＣＰ方式の導入を図る。

消 費 者：食に関する意見交換会や交流会、畜産の体験学習会などへの積極的な

参加を通じ、畜産や畜産物の生産、流通及び食の安全・安心のためのコ

ストについて理解を深め、県産畜産物の消費に努める。

また、ＢＳＥなどの人の健康に影響を及ぼす家畜の伝染病に関する知

識の習得に努める。

取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

飼養衛生管理基準の遵守農場割合 １００％ １００％ １００％

ＨＡＣＣＰ方式導入農場の認定数 ９２戸 １１５戸 １５０戸

２４か月齢以上の死亡牛のＢＳＥ検査実施率 ９９．９％ １００％ １００％

用語説明

（10ページ参照）[8] ポジティブリスト制度

（10ページ参照）[9] トレーサビリティ

[15] ＨＡＣＣＰ
ハ サ ッ プ

食品衛生管理の方法の一つで、製造工程中の重要な管理ポイントを常に監視し、すべての製品の安

全性を保証しようとするものです。この考え方は、家畜の生産段階から応用されています。

[16] 飼養衛生管理基準

食品である畜産物の生産段階での衛生管理が、食の安全性確保、国民の健康保護のために重要なこ

とから、衛生管理をより的確に行い健康な家畜を生産するために、平成16年9月に家畜伝染病予防法で

新たに定められた基準です。

基準は10項目で構成されており、主な内容は家畜の病気を予防するため、畜舎等の消毒の励行や飼

料や給与水を清潔に保つこと、他の農場などから病気が持ち込まれないように家畜の導入時や野生動物

の畜舎内への侵入に注意すること、家畜の健康管理に努めることや獣医師指導を受けることなどが定め

られています。



- 14 -

[17] ＨＡＣＣＰ方式導入農場の認定

健康な家畜を飼育し安全な畜産物を供給するために、ＨＡＣＣＰの考え方に基づく衛生管理手法（Ｈ

ＡＣＣＰ方式）を畜産農家に普及・推進し、この方式を導入した農場を「畜産安心ブランド生産農場」

として（社）新潟県畜産協会が認定しています。

平成18年3月末現在、92農場（豚 55、肉用牛10、採卵鶏13、ブロイラー14）が認定されています。

[18] 牛肉トレーサビリティ法

正式には「牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法」といい、ＢＳＥのまん延

防止措置の実施の基礎とすることを目的に、平成１５年６月に制定されました。

生産者に対し、牛個体識別台帳の作成、出生等の届出、耳標の装着等を義務づけ、特定料理提供業者

（焼肉、しゃぶしゃぶ、すき焼き、ステーキを提供する専門店）等に対し、食用牛肉への個体識別番号

の表示を義務づけています。
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施策３ 安全で安心な水産物の提供の推進

第10条第３項 県は、安全で安心な水産物の提供を促進するため、生鮮水産物の鮮度の保持に
必要な技術の開発及びその成果の普及、漁獲の場所等の情報の記録及びその保管に対する支
援その他の必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

水産物は、従来から鮮度が消費者の選択の重要な要素となっており、安全性はもとよ

り漁獲の段階から鮮度保持を図ることが重要となっています。

安全で安心な水産物の提供を推進するため、生産から陸揚げ、流通に至る一貫した鮮

度・衛生管理体制の確立を図る必要があります。

取組方針

○ 水産物の衛生管理指導を行います。

○ 水産物の鮮度・衛生管理に必要な施設整備を行います。

県の取組

１ 鮮度・衛生管理対策についての啓発・指導

講習会や巡回指導等により、漁業関係者に対する適切なアドバイスや情報提供を

行い、鮮度・衛生管理に関する啓発指導に努めます。

２ 高度な鮮度・衛生管理施設の導入に対する支援

高度な鮮度・衛生管理のための海水清浄化装置、海水冷却装置等の機器・施設整

備について、漁業協同組合や漁業者の積極的な導入を推進するため、補助、融資等

の支援を行います。

３ 衛生管理型漁港 の整備[19]

清浄海水導入施設、鳥獣侵入防止施設、汚水排水処理施設等、衛生管理に対応し

た漁港整備を推進します。

関係者の役割

食品関連事業者：行政、関係団体の広報や講習会などから情報を収集し、鮮度管理の取

組を推進するとともに、新鮮な水産物を適正に衛生管理し、速やかに消

費者に届くよう努める。

消 費 者：食に関する意見交換会、交流会への参加や、魚まつりなどのイベント

を通じて、水産物の生産、流通及び食の安全・安心のためのコストにつ

いての理解を深め、県産水産物の消費に努める。
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取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

高度な鮮度・衛生管理施設導入荷捌き所数 ３箇所 ５箇所 ８箇所

衛生管理型漁港の整備着手港数 １港 ２港 ２港

用語説明

[19] 衛生管理型漁港

産地卸売市場があり、水揚量が特に多い水産物流通の拠点となる漁港を対象に、国のモデル事業とし

て総合的な衛生管理対策を進める漁港。

県内には64の漁港があり、そのうち利用範囲が全国的で特に重要な２港（能生、両津）について、モ

デル地区としての採択を目標としています。

なお、漁港管理者が行う衛生管理型漁港の整備には、以下のものが含まれています。

・取水、導水施設等の清浄海水導入施設の整備

・防風防雪防暑施設（屋根等 、鳥獣侵入防止施設（シャッター等）の整備）

・汚水排水処理施設の整備

・アクセス道路の整備・防塵舗装

・水質浄化施設（漁港内の海水交換、水質改善対策）の整備など
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施策４ 安全で安心な加工食品の提供の推進

第10条第４項 県は、安全で安心な加工食品の提供を促進するため、食品衛生に関する最新の
知識の普及、加工食品の製造、加工等における高度な衛生管理のための手法の導入に対する
支援その他の必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

県内には多種多様な食品の製造加工施設があり、全国に向け米菓や漬物などの特産品

だけではなく、様々な加工食品を供給しています。

全国に安全で安心な加工食品を供給し、県内外の消費者からの信頼を確保するために

は、衛生管理のさらなる向上が求められています。

また、旅館や飲食店、給食施設などにおける食中毒の予防は、県民の健康保護の観点

から極めて重要です。

そのため、食品の製造、加工、販売、調理、提供を行う営業者に対し食品衛生に関す

る最新知識の普及を図るとともに、高度な衛生管理手法であるＨＡＣＣＰ[15]の導入が
ハ サ ッ プ

期待されています。

参考データ：新潟県による不良食品調査件数＜過去５年間＞（監視による発見数＋苦情届出数）

取組方針

○ 安全で安心な食品の提供のため、食品の製造、加工、販売、調理、提供等を行う食品

関連事業者に対し、食品衛生に関する知識の普及を図っていきます。

○ ＨＡＣＣＰの考え方に基づく高度な衛生管理手法の普及を推進します。

県の取組

１ 各種講習会や機関紙等による食品衛生知識の指導・普及

食品営業施設に設置が義務づけられている食品衛生責任者[20]の養成講習会・実

務講習会や関係団体、食品関連事業者が開催する講習会・研修会、社団法人新潟県

食品衛生協会[21]など関係団体の機関紙等により、食品の製造、加工、調理、販売

等を行う事業者に対し、食品衛生に関する基礎知識、最新知識の指導・普及を図り

ます。

２ 新潟県食品衛生監視指導計画 に基づく監視時の指導[5]

新潟県食品衛生監視指導計画に基づく監視指導に際しては、事業者に対し適切な

アドバイスや資料提供を行い食品衛生知識の普及に努めます。
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３ 新潟県版ＨＡＣＣＰ認定制度 の創設、普及[22]

新潟県独自でＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理に取り組んでいる施設の

認定制度を創設し、積極的に取り組んでいる企業を支援することにより、高度な衛

生管理手法の普及推進を図ります。また、この制度の普及のため、認定を取得する

ための手引き書を作成し、食品関連事業者を対象としたＨＡＣＣＰに関する研修を

県内各地で実施します。

４ 総合衛生管理製造過程の導入指導

厚生労働省が行っている総合衛生管理製造過程承認制度[23]に取り組む企業に対

して、積極的に導入指導を行います。

関係者の役割

食品関連事業者：行政や関係団体の広報、講習会などから情報を収集し、食品衛生に関

する最新の知識や高度な衛生管理に関する知識を習得するとともに、積

極的にその導入や実践に努める。

各種認定・認証制度など食の安全・安心につながる仕組みを積極的に

活用する。

消 費 者：食に関する意見交換会や交流会、工場見学会などへの積極的な参加を

通じ、県内食品関連事業者の食の安全・安心に関する取組及び食の安全

・安心のためのコストについて理解を深め、県産食品の消費に努める。

県版ＨＡＣＣＰ認定制度など認定・認証制度の意味や効果を理解し、

積極的に取り組んでいる事業者の製品を選択するなど同制度を自らの消

費行動に積極的に活用するよう努める。

取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

県内の食中毒罹患率[24](人口10万人あたり) 19.3人 18.0人 16.0人

大量調理施設（同一メニューを１回300食以 ７０６回 ７５０回 ８５０回
上又は１日750食以上提供する施設）監視数

県版ＨＡＣＣＰ普及講習会受講者数 延べ数 ０人 １５０人 ３００人（ ）

県版ＨＡＣＣＰ認定施設数 ０施設 ２０施設 ５０施設
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用語説明

（2ページ参照）[5] 食品衛生監視指導計画

（13ページ参照）[15] ＨＡＣＣＰ
ハ サ ッ プ

[20] 食品衛生責任者

食品衛生責任者とは、営業者の自主管理を推進するため、食品衛生法、新潟県食品衛生条例に基づ

く営業許可を受けている店舗ごと又は部門ごとに、県条例に基づき設置が義務づけられており、県内で

は約51,000名が責任者となっています。

新潟県では、食品衛生責任者に対し４年ごとに実務講習会の受講を義務づけています。

[21] 社団法人新潟県食品衛生協会

食品衛生の向上により豊かな食生活の推進に寄与するため作られた食品営業者の団体で、会員数は

約23,500名です。食品営業施設の巡回指導のほか、営業者や一般県民を対象とした各種衛生講習会の開

催などの自主衛生管理推進活動を行っています。

[22] 県版ＨＡＣＣＰ認定施設

県内の食品営業施設に、ＨＡＣＣＰの考え方に基づく高度な自主衛生管理手法の導入を推進するた

め、高度な自主衛生管理を行っている食品営業施設を営業者の申請に基づき県知事が認定する県独自の

制度に基づく認定施設です。

[23] 総合衛生管理製造過程認証制度

総合衛生管理製造過程とは、食品衛生法第13条に基づくＨＡＣＣＰによる総合的な衛生管理のこと

で、このような衛生管理を行っている施設については、厚生労働大臣の審査を受け、承認を受けること

ができることとなっています。

、 、 、 、 、 、この承認制度は食品の種類ごとに行われ 厚生労働省では 乳 乳製品 魚肉練り製品 食肉製品

清涼飲料水、レトルト食品の６食品群について承認を行っており、県内の承認施設は平成１８年１０月

末現在で８施設となっています。

[24] 食中毒罹患率

人口１０万人あたりの年間食中毒患者数を表したものです。平成１７年の新潟県の罹患率は１９．

３人となっており、全国の２１．１人に比べ若干低くなっています。
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施策５ 添加物、農薬、動物用医薬品、飼料の適正使用の徹底

、 、 、第10条第５項 県は 前各項に定めるもののほか 安全で安心な食品等の提供を促進するため
添加物、農薬、動物用医薬品及び飼料の適正な使用方法の指導、それらに関する自主的な検
査の促進その他の必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

平成１７年度に実施した県民アンケート結果では、食への不安要因として食品添加物

、 。の使用や農薬の残留が上位を占めており それらについて関心の高さが示されています

安全で安心な食品等の提供を推進し、食品等に対する信頼性を確保するため、食品添

加物、農薬、動物用医薬品及び飼料の適正な使用と使用履歴の記録について引き続き指

導していく必要があります。

また、農林水産物や加工食品の安全性や信頼性を高めるため、生産者や食品営業者が

自ら生産物、製品の検査を行う自主検査の推進を図る必要があります。

参考データ

（平成１７年度 第１回県民アンケート）

問１－付問２ 具体的にどのような事柄に食

の 不安を感じますか （○は３つまで）

取組方針

○ 添加物や農薬、動物用医薬品、飼料の適正な使用や使用履歴の記録について、広く食

品関連事業者に対し指導していきます。

○ 添加物等の適正使用を確認するため、食品関連事業者が自ら生産物・製造物の検査を

行うよう指導していきます。

県の取組

１ 添加物、農薬、動物用医薬品、飼料の適正使用の指導

（１）添加物の適正使用の指導

、関係団体等が主催する各種講習会や団体等の機関紙及び施設の監視指導等を通じて

食品営業施設に対する食品添加物の適正な使用と使用履歴の記録の徹底について指導

します。

（２）農薬の適正使用の指導

各種講習会、現地指導等を通じて、農業者に対する農薬の適正使用と使用履歴の記

録について指導します。

また、農薬による人畜・環境等への被害を未然に防止するため、農薬危被害防止運

動[25]を市町村・農業関係機関・団体と連携して実施し、農薬の適正使用を啓発しま

％
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す。

（３）動物用医薬品の適正使用の指導

畜産農家、養殖業者の巡回等による動物用医薬品の適正使用と使用履歴の記録につ

いての指導、飼育動物診療施設巡回による獣医師の生産者への適正な指示並びに家畜

及び養殖魚への適正投与を指導します。

また、動物用医薬品販売業への立入検査等により動物用医薬品の適正販売を指導し

ます。

（４）飼料の適正使用の指導

飼料添加物などの畜産物への残留を防止するため、飼料の製造・販売業者及び農家

、 。の巡回により使用基準が定められた飼料の適正な使用について周知 徹底を図ります

２ 食品衛生監視指導計画 に基づく収去検査 実施[5] [26]

農林水産物、市場流通食品について計画的に収去検査を実施することにより、食品

添加物や農薬、動物用医薬品が適正に使用されているか確認し、食品関連事業者に対

する指導や取締を行います。

３ 自主的な検査の推進

社団法人新潟県食品衛生協会[21]と協力し、自主検査の実施を推進するなど、食品

営業者の自主検査の実施を指導・支援します。

また、自主検査を実施し公表している食品関連事業者については、広く消費者に周

知し、その取組が評価されるよう、自主基準の設定・公開制度[27]を活用した県のホ

ームページによる公開制度を検討します。

関係者の役割

、 、 、食品関連事業者：行政や関係団体の広報や講習会などから情報を収集し 添加物 農薬

動物用医薬品、飼料の適正使用に努め、使用履歴の記録を徹底する。

、 、 、また 必要に応じ自主検査を実施し 適正使用の確認を行うとともに

積極的に情報公開を行う。

消 費 者：行政や関係団体、食品関連事業者が公表する情報等の入手に努め、添

加物、農薬、動物用医薬品、飼料に関する正しい知識を習得する。
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取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

食品衛生責任者[20]実務講習会受講率 ９６％ １００％ １００％（県所

管分）

食品衛生法に基づく規格基準検査違反率 ０．８％ ０．７％ ０．６％

農家巡回による動物用医薬品の適正使用指導 １００％ １００％ １００％
（巡回農場割合）

農業者・農薬販売店等に対する講習会受講者 ５００人 ５００人 ５００人
数[28]（新潟県病害虫防除所主催）

用語説明

（2ページ参照）[5] 食品衛生監視指導計画

（19ページ参照）[20] 食品衛生責任者

（19ページ参照）[21] 社団法人新潟県食品衛生協会

[25] 農薬危被害防止運動

農薬により県民や環境、また農作物に被害が及ぼさないよう、毎年６～８月15日にかけて農薬の適

正使用について意識啓発を行うものです。

[26] 収去検査

食品衛生法第28条に基づいて実施する食品の検査のことで、保健所は食品等事業者に対して、試験

検査に必要な量を無償で提供させることができます。

[27] 自主基準の設定・公開制度

条例第１６条に基づき、生産者や食品製造業者等が、自ら設定した基準（野菜の農薬散布回数や加

工食品の検査と結果公開など）を公開する場を県ホームページ上に設け、自主的な安全取組宣言を支援

するものです。

この制度に基づくものとして、平成１８年９月現在「外食の原材料原産地表示取組宣言制度」があ

り、レストランなどで提供される牛肉の原産地表示を推進しています。

[28] 農業者・農薬販売店等に対する講習会受講者数

県内には農薬販売店が約1,800店あり、また、県では病害虫の発生状況調査や適正防除等を指導する

病害虫防除員を約450人任命しています。県病害虫防除所では、こうした方々のうち、毎年500人程度を

対象に農薬の適正販売や適正使用を推進するための講習会を開催しておりますので、現状の取組を踏ま

え受講者数を設定しました。

なお、農薬の適正使用等の指導については、県地域機関や農薬について専門的な知識を有した農薬管

理指導士をはじめ、講習会受講者等から指導的な役割を担って頂いています。
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施策６ 遺伝子組換え作物の他の作物との交雑・混入の防止

第10条第６項 県は、遺伝子組換え作物（遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多
様性の確保に関する法律（平成15年法律第97号）第２条第２項に規定する遺伝子組換え生物
等であって、作物その他の栽培される植物であるものをいう。以下この条において同じ｡)の
栽培等に起因する遺伝子組換え作物と他の作物との交雑及び遺伝子組換え作物の他の作物へ
の混入の防止に関し必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

、 、遺伝子組換え技術は 将来的な食料危機の懸念や医療・産業面への貢献等を考えると

遺伝子組換えを含むバイオテクノロジーは必要な技術であり、本県の産業育成にとって

も大きな可能性を持っています。

しかし、現時点では組換え食品に不安感を抱く県民も多く、遺伝子組換え作物と一般

農作物との交雑や混入が起これば生産流通上に大きな影響を及ぼすことになります。こ

のため、試験栽培や一般栽培を行うルールを定めた「新潟県遺伝子組換え作物の栽培等

による交雑等の防止に関する条例」を制定し、交雑混入防止基準や一般作物との交雑有

無を確認するための要件などを定めたところです。

今後、この条例については社会的情勢や新たな知見があれば必要により見直しを検討

します。

取組方針

○ 交雑等防止条例に基づき遺伝子組換え作物と一般作物との交雑・混入を防止します。

県の取組

１ 栽培基準などの遵守事項の徹底と立入検査の実施による、適切な交雑混入防止措置

の確保

「 」 「 」にいがた食の安全・安心審議会[6] の下に 遺伝子組換え作物に関する専門部会

を設置し、許可申請や届出内容の交雑混入防止措置に関する調査審議を行います。

また許可栽培者や届出試験研究機関に対し、立入検査等を行うなど、適切な交雑混

入防止措置の確保を図ります。

２ 交雑混入防止措置を含む栽培計画や栽培状況などの情報の提供

許可申請内容や届出計画、栽培状況の他 「遺伝子組換え作物に関する専門部会」を、

公開するとともに、審議内容をホームページに掲載などを通じて情報を提供します。

関係者の役割

食品関連事業者：遺伝子組換え作物に関する知識を深めるとともに、試験栽培、一般栽

培を行う場合は、交雑防止条例を遵守し、徹底した交雑混入防止措置及

び情報提供を行う。

消 費 者：遺伝子組換え作物に関する知識の習得に努める。また、交雑・混入が

生じた旨の情報や生じるおそれがある旨の情報を入手したときは県に申

し出る。
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用語説明

（8ページ参照）[6] にいがた食の安全・安心審議会
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施策 ７ 一貫した監視等の実施

県は、食品等の安全性を確保するため、食品等の生産から販売に至る一連の食品等の第11条
供給の過程において一貫した監視、指導、検査その他の必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

本県は、農林水産物の一大供給県であるとともに、多種多様な食品製造加工施設を抱

え、食品産業は基幹産業となっています。また、旅館等の調理施設における安全確保は

観光振興のためにも必要です。

したがって、県民の健康を守ることはもとより、全国の消費者の信頼を確保し、新潟

の食のブランドを維持するため、食品等の生産から流通、製造加工、販売、調理、提供

に至る各段階において、確実な安全確保対策を実施することは極めて重要です。

そのため、関係機関・団体が連携し、各段階において食品関連事業者に対し指導や監

視を行うとともに、必要な検査を行い食の安全・安心確保対策を進めていく必要があり

ます。

取組方針

○ 食の安全確保のため、農林水産物の採取・生産段階から食品等の製造、加工、販売、

調理、提供等の段階に至るまで、食品関連事業者に対し、関係機関が連携しながら必要

な指導や監視を行います。

○ 農林水産物も含め市場流通食品は、計画的な行政検査による安全確認を行い、必要な

食品関連事業者の指導を行います。

県の取組

１ 農薬、動物用医薬品、飼料の適正使用の指導

（一部再掲）（１）農薬の適正使用の指導

各種講習会、現地指導等を通じて、生産者に対する登録農薬の適正使用と使用履歴

の記録について指導します。

また、農薬による人畜・環境等への被害を未然に防止するため、農薬危被害防止運

動[25]を市町村・農業関係機関・団体と連携して実施し、各種講習会や広報活動等を

通じて農薬の適正使用を啓発します。

公的機関の分析による農作物の残留農薬基準超過事案が発生した場合は、速やかに

当該農作物を市場から回収させるとともに、原因を究明した上、該当生産者や産地に

対する再発防止対策の徹底を指導します。

（再掲）（２）動物用医薬品の適正使用の指導

畜産農家や水産物養殖業者の巡回による、動物用医薬品の適正使用と使用履歴の記

録についての指導、動物診療施設巡回による獣医師の畜産農家等への適正な指示及び

家畜等への適正投与を指導します。

また、動物用医薬品販売業への立入検査等により動物用医薬品の適正販売を指導し

ます。
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（再掲）（３）飼料の適正使用の指導

飼料添加物などの畜産物への残留を防止するため、飼料の製造・販売業者及び農家

、 。の巡回により使用基準が定められた飼料の適正な使用について周知 徹底を図ります

２ 新潟県食品衛生監視指導計画 に基づく監視指導の実施[5]

食品衛生法に基づき新潟県食品衛生監視指導計画を策定し、食中毒の発生時の影響

度や流通の広域性等を考慮して、食品衛生上重要性が高い施設を重点対象とし、計画

的かつ効率的な監視指導を進めます。また、監視結果については毎年公表し、必要に

応じ計画の見直しを行います。

３ 新潟県食品衛生監視指導計画に基づく収去検査 の実施[26]

輸入品も含め、農林水産物、市場流通食品について計画的に収去検査を実施するこ

とにより、行政による食品の安全確認を行い、食品衛生法等の違反が判明した際は、

再発防止に必要な指導を行います。

４ と畜場、食鳥処理場における適正な食肉衛生検査、ＢＳＥスクリーニング検査、食

鳥肉検査の実施

と畜場、食鳥処理場においては、生産者に対し衛生的な家畜の搬入を指導します。

また、法に基づき適正なと畜検査、食鳥検査を行うとともに、継続的に高病原性鳥イ

ンフルエンザの監視を行い、安全で安心な食肉を流通させます。

なお、法的に定めのない２０か月齢以下の牛のＢＳＥ検査についても、新潟県産牛

の信頼確保の観点から県独自の判断で実施しており、今後も全頭検査体制を継続しま

す。

関係者の役割

食品関連事業者：県の実施する指導や監視、検査に協力するとともに、関係法令を遵守

し安全・安心な食品を生産・出荷する。

消 費 者：県が行う指導や監視、検査の実施状況及び結果に関心を持ち、必要に

応じ県の施策に意見を表明する。

また、食品の購入や保存、消費にあたっては表示等を有効に活用し、

食中毒の予防に努める。
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取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

県内の食中毒罹患 19.3人 18.0人 16.0人率[24]（人口１０万人あたり）
(再掲)

大量調理施設（同一メニューを１回300食以 ７０６回 ７５０回 ８５０回
上又は１日750食以上提供する施設）監視数

（再掲）

食品衛生法に基づく規格基準検査違反率 ０．８％ ０．７％ ０．６％
（再掲）

農家巡回による動物用医薬品の適正使用指導 １００％ １００％ １００％
（巡回農場割合） （再掲）

農業者・農薬販売店等に対する講習会受講者 ５００人 ５００人 ５００人
（ ） （ ）数[28] 新潟県病害虫防除所主催 再掲

用語説明

（2ページ参照）[5] 食品衛生監視指導計画

（19ページ参照）[24] 食中毒罹患率

（22ページ参照）[25] 農薬危被害防止運動

（22ページ参照）[26] 収去検査

（22ページ参照）[28] 農業者・農薬販売店等に対する講習会受講者数



法律 表示の目的 主な表示項目

食品衛生法
飲食による衛生上の危害発生
の防止

名称、使用された食品添加物、保存方法、消費期限
又は賞味期限、製造者氏名、製造所所在地、アレル
ギー、遺伝子組換え等

品質に関する適正表示

消費者の商品選択に資するた
めの情報表示

不当景品類及び不当表示防止
法（景品表示法）

虚偽、誇大な表示の禁止 （特定の表示義務づけはない）

健康及び体力の維持、向上に
役立てる
健康の保持増進の効果等につ
いて虚偽誇大広告等の禁止

食品の表示に関する法律について

農林物資の規格化及び品質表
示の適正化に関する法律（JAS
法）

名称、原材料名（添加物含む）、保存方法、内容量、
原産地名、消費期限又は賞味期限、製造者又は販
売者の氏名・住所、遺伝子組換え、有機食品に関す
る事項等

健康増進法 栄養成分等
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施策 ８ 食品等の適正な表示の徹底

県は、食品関連事業者に対し、食品等の表示及び広告が適正に実施されるよう監視及第12条
び指導を行うとともに、食品等の表示及び広告が食品等に対する消費者の信頼の確保に配慮
したものとなるよう普及啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

近年、産地偽装などの不正表示問題により、消費者の食品表示に対する関心はますま

す高まっています。食品表示は、消費者が食品を購入する際の大変重要な判断材料であ

り、ＪＡＳ法、食品衛生法、健康増進法、景品表示法、計量法などにより、表示すべき

事項や使ってはならない広告表現等が定められています。

食品表示に対する理解と信頼性を高めるため、食品関連事業者に対して、関係機関・

団体等と連携し、正しい表示について普及啓発を図り、不適正表示に対する監視指導を

徹底するとともに、消費者に対しても表示のルールなどを普及啓発していく必要があり

ます。

取組方針

○ 生産者や食品製造加工業者、食品販売者等の食品関連事業者に対し、食品衛生法やＪ

ＡＳ法、健康増進法、景品表示法等各種法律に基づく適正な表示や広告について、十分

な普及啓発を行います。

○ 販売店等において食品表示の指導及び点検、監視を行い、不適正表示食品の排除と適

正な表示の徹底を図ります。

○ 外食事業者の原材料原産地表示の取組を推進します。

県の取組

１ 各種講習会、説明会、セミナーなどによる正しい表示知識の普及啓発

食品衛生法やＪＡＳ法、健康増進法、景品表示法等各種法律に基づく適正な表示や

広告について、県や関係団体、食品関連事業者が開催する講習会、説明会、セミナー

などを積極的に活用し、食品関連事業者への普及啓発に努めます。

２ 広報誌や関係団体機関紙などによる正しい表示知識の普及啓発

県が発行する広報誌や情報誌、関係団体の機関紙などを活用し、表示や広告に関す

る正しい知識の普及啓発に努めます。
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３ 食品表示に関する相談窓口の設置による普及啓発

県の各地域振興局（支局）の健康福祉（環境）部並びに農林水産（農業）振興部で

は、食品表示に関する各種相談や情報提供等により、食品関連事業者に対する正しい

知識の普及啓発を行います。

また、表示に関する相談の一元的な対応についても検討します。

４ 不適切な食品表示についての改善指導

事実に反する表示や、人を誤認させるような表示が判明した際は、県は各種法律に

従い、厳正に改善指導や指示・注意を行い、適正な表示の確保に努めます。

５ 販売店等における食品表示の点検指導、監視の実施

県の各地域機関ごとに策定する年間計画や食品衛生監視指導計画に基づき、販売店

等における食品表示について、立入調査、点検、監視を行い、不適正な表示について

は迅速に排除するとともに、必要な改善指導、指示を行い、適正表示の確保に努めま

す。

また、県民から公募した食品表示ウォッチャー[29]から、各地域の食品販売店での

表示状況について調査・報告をしていただき、その結果を県の指導等に役立てていき

ます。

６ 外食での牛肉の原産地表示の推進

米国産牛肉の輸入再開により、消費者からは、外食での牛肉の原産地表示を望む声

が強まっていることから、外食での牛肉の原産地表示に関する県の指針を定めるとと

もに、指針に基づく取組を推進するため 「外食の原材料原産地表示取組宣言制度」を、

創設し、表示の推進を図ります。

関係者の役割

食品関連事業者：行政や関係団体が開催する講習会などに積極的に参加し、食品表示に

関する正しい知識の習得に努めるとともに、関係法令に基づき適正な表

示や広告を行う。

、 。また 県が行う牛肉の原産地表示推進などの施策に積極的に取り組む

消 費 者：行政や関係団体が開催する講習会などに積極的に参加し、食品表示の

意味や役割を正しく理解する。

また、食品の購入や保存、消費にあたっては表示等を有効に活用し、

食中毒の予防に努める。
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取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

食品衛生責任者[20]実務講習会受講率 ９６％ １００％ １００％
（ ）（県所管分） 再掲

広域流通食品製造施設監視数 2,327回 2,300回 2,300回

食品表示ウォッチャーによる調査店舗数 990店舗 990店舗 990店舗
（ ）平成18年

用語説明

（19ページ参照）[20] 食品衛生責任者

[29] 食品表示ウォッチャー

県民公募により委嘱し、それぞれの地域における食品販売店での表示状況について消費者視点に立っ

た調査・報告をしていただいています。

、 、ウォッチャーには法に基づく検査権限は付与されないことから 報告を受けた不適正案件については

県が確認の上、必要に応じ指導を行っています。
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施策 ９ 危機管理体制の整備

県は、食品等の消費に起因する県民の健康への重大な被害が発生し、又は発生するお第13条
それがある緊急の事態に対処し、及び当該事態の発生を防止するため、必要な体制の整備そ
の他の必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

食品等に起因する健康被害は、その発生原因や影響範囲、対象者も多種多様であり、

被害が極めて広範囲に及ぶ事故も発生しています。

また、平成１３年に起きた米国の同時多発テロ以降、どういう形の事件が起きるのか

想定できない情勢にあり、食品・水を使用したテロ等への万全な対応も求められていま

す。

県では現在でもマニュアルの整備や食品事故発生時の連絡体制の構築はなされてます

が、今後は定期的な訓練を実施し、食品等に起因する事故を未然に防止するとともに、

発生した場合の被害の拡大を防止するため、より実践的な危機管理体制づくりを行う必

要があります。

取組方針

○ 食品関連事業者における危機管理の取組を推進します。

○ 県は、食品による危機発生時に的確な対応を行うため、必要な体制の構築並びに対応

マニュアルの整備を図ります。

○ 食品による危機発生時に迅速な対応ができるよう、職員に対しマニュアルに基づく訓

練を行い、より実践的な危機管理体制を作ります。

県の取組

１ 食品関連事業者に対する、危機管理体制の整備や事故発生時の対応の啓発

食品関連事業者に対し、講習や研修、各種指導の機会を活用し、危機管理・緊急連

絡体制の整備や事故発生時の対応マニュアルの整備等について啓発します。

２ 食品等に起因する健康被害事例の適切な調査と被害拡大防止指導

食品等に起因する健康被害事例の調査・処理にあたっては、食中毒処理マニュアル

などに基づき、迅速かつ的確に調査を行い、原因究明と必要な被害拡大防止措置を行

います。

また、危機の状況により、警察・消防機関、医師会、検疫所等と連携して取り組み

ます。

３ 消費生活センター等の苦情相談窓口機関との連携強化

食の安全安心の相談窓口である保健所において危害食品情報の収集に努めるととも

に、消費者からの様々な苦情や相談の窓口となっている消費生活センター等の機関か

ら健康を損なうおそれのある食品等の情報を積極的に収集し、迅速な調査・対応を行

うことにより、健康被害の発生や拡大の防止を図ります。
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４ 緊急事態発生時の迅速な公表の実施

食品等に起因する緊急事態発生時には、行政としてテレビ、ラジオ、新聞各社に協

力を要請し、積極的に正しい情報の発信を行い、誤った情報の伝達による風評被害を

防止します。

５ 緊急時の検査支援体制の検討

大規模な食品関連事故等に際し、県の検査能力を超える検査需要が発生した場合、

必要に応じ民間検査機関を活用できるよう支援体制を検討します。

６ 健康危機管理対応演習 の実施[30]

テロ等も含め、食品等に起因する健康危機に的確に対応するため、健康危機管理対

応演習を実施し、職員の能力向上に努めます。

関係者の役割

食品関連事業者：様々な危機発生に備え、危機管理・緊急連絡体制や事故発生時の対応

マニュアルを整備する。

また、危害発生時には迅速な情報提供を行い、適切な被害拡大防止措

置を行う。

消 費 者：日頃から食に関する危害情報の収集に努め、危機発生時においても適

切な対応を行い健康被害から身を守る。

取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

健康危機管理対応演習参加者数 ０人 ２０人 ２０人

用語説明

[30] 健康危機管理対応演習

食中毒や大規模な感染症などの発生時は、保健所の初動調査、原因究明、各種対策を素早く的確に

実施する必要があり、それにより被害の拡大防止が図られます。職員の演習・訓練の実施により、危機

発生時の対応をより確実なものとします。
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施策１０ 研究開発の推進

県は、科学的知見に基づき食の安全・安心を図るため、食品等の安全性に関する研究第14条
開発を推進し、及びその成果の普及のために必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

県では、農業総合研究所において環境保全型農業を推進するための研究開発を行い、

保健環境科学研究所において、食品の微生物や残留農薬等の調査研究を行うなど、各研

究機関では、県の基幹産業である農林水産業や食品産業を支えるため、食の安全・安心

に関する様々な研究開発を推進しています。

また、食品の安全性確保のため、今まで以上に国や大学等の研究機関、民間企業など

と連携し、研究開発とその成果の普及を進めることが必要です。

取組方針

○ 食品が原因となる健康被害防止のため、健康被害を起こすような物質や病原体等の分

析法や検査法について調査研究を進めます。

○ 安全・安心・健康志向や環境保全等に配慮した農林水産業のための研究を推進しま

す。

県の取組

１ 食品中の残留農薬一斉分析法の研究開発

国の研究機関などと連携し、残留農薬の一斉分析法の研究開発を進めます。

２ 食中毒・感染症病因物質の迅速分析法の開発

食中毒等の発生メカニズムを究明し、適切な再発防止の指導を行うため、より簡便

で迅速な病因物質の検査法の開発を進めます。

３ 品種改良や生物的・物理的・耕種的防除法 を活用した安全・安心な農作物生産[11]

技術の開発

いもち病に強いコシヒカリＢＬ[12]の育成や、有用微生物等を活用した防除法の開

発など、環境保全型農業の推進に向け化学合成農薬の使用量を低減するための技術開

発に取り組みます。

４ 有害土壌汚染物質（土壌中の残留農薬等）の除去、吸収抑制技術の開発

土壌中に残留している農薬等の有害土壌汚染物質の除去技術や農作物に吸収されに

くくする土壌管理技術の開発など、安全・安心な農作物の提供に向けた技術開発を進

めます。

５ 生鮮水産物の鮮度の保持に必要な技術の開発

海洋深層水を原料とした氷の活用等、高鮮度を維持できる鮮度管理手法の開発研究

に取り組みます。
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関係者の役割

食品関連事業者：行政や関係団体の広報・講習会などから情報を収集し、食の安全に関

する新しい技術についての知識を習得するとともに、積極的にその導入

や実践に努める。

消 費 者：行政や関係団体の広報・講習会などから情報を収集し、食の安全に関

する新しい技術についての理解を深めるとともに、食の安全・安心を目

指した県産食品の消費に努める。

取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

検査可能な農薬・動物用医薬品数 約３００種 ４００種以上 ４００種以上

環境保全型農業の推進に向けた取り組む研究 １１課題 １１課題 １１課題
課題数

用語説明

（10ページ参照）[11] 生物的・耕種的・物理的防除法

（11ページ参照）[12] コシヒカリＢＬ
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食の安全・安心を育む信頼関係の確立視点２

施策１１ 県からの情報発信の強化

県は、食の安全・安心に関する情報を積極的に収集するとともに、消費者及び食品関第15条
連事業者に対し、当該情報を必要に応じて迅速かつ正確に提供するものとする。

現状と課題

平成１７年度に実施した県民アンケート結果では、食の安全・安心のため県に求める

ものとして 「わかりやすい情報の提供 「事件・事故・違反情報の公表」が１位、２位、 」、

となっています。

また、中国製の健康食品による健康被害事例や、食品の誤った摂取方法による健康被

害が報道され、県民への正しい知識、情報の提供は必要不可欠となっています。一方、

営業施設が原因の食中毒も県内で毎年発生しており、その防止には食品関連事業者への

正しい予防知識の普及が必要です。

そのため、県は食の安全・安心に関する様々な情報を収集し、広く県民に対し、正し

い情報を迅速にわかりやすいかたちで積極的に発信する必要があります。

参考データ

（平成１７年度第１回県民 アンケート）

問９ あなたが、食の安全・安心のため、県に

求めることは何ですか （○は３つまで）。

取組方針

○ 県は、様々な媒体を活用し、消費者並びに食品関連事業者に対して、できる限りわか

りやすい形での食の安全・安心情報の提供を行います。
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知識を深める食育を推進する

食品製造業等におけるＨＡＣＣＰ
（高度な衛生管理）制度の導入を推進する

自然環境に配慮した生産活動を推進する

遺伝子組み換え作物の栽培を規制する

食の安全・安心について意見交換会

や講習会などを開催する

生産者や事業者と消費者が

交流し話し合う場を設ける

事業者団体を育成する

消費者団体を育成する

その他 全体(N=187)
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県の取組

１ 県ホームページによる情報提供

県ホームページ内の「にいがた食の安全インフォメーション」などにより、食の安

全・安心に関するあらゆる情報を、総合的かつ体系的に情報発信します。

ホームページ更新情報などは、メールマガジン「いただきます！にいがた食の安全

・安心通信」を通じての情報発信も行います。

☆主な県ホームページ

○ にいがた食の安全インフォメーション（福祉保健部）

総合的な食の安全情報、食中毒予防情報、検査の情報、営業許可に関す

る情報、食品衛生法違反者の公表情報など

○ 安全・安心で豊かな食と緑の故郷（くに）づくり（農林水産部）

農林水産に関する総合的な情報、地産地消、特別栽培農産物認証制度、

ＢＳＥ・鳥インフルエンザ情報、にいがたの旬や特産品の情報など

２ テレビ、新聞や県の広報紙など県の広報媒体や市町村広報紙、関係団体の機関紙な

どを活用した情報提供

テレビ、ラジオの県広報番組、新聞の「県からのお知らせ」や「県民だより 、県が」

発行する各種広報紙、市町村広報紙、関係団体機関紙などを積極的に活用し、食の安

全・安心に関する様々な情報を、幅広く発信していきます。

☆活用可能な広報媒体の例

テレビ：新潟県政ナビ（ＢＳＮ 、ほっとホット新潟（ＵＸ））

新 聞：県からのお知らせ（新潟日報）

情報紙：県民だより（広報広聴課 、県民だより地域版（各地域振興局））

生活情報にいがた「くらしほっと （県民生活課）」

にいがた農総研だより（農業総合研究所）

家畜衛生だより（各家畜保健衛生所）

関係団体機関紙：にいがた食の安全（ 社）新潟県食品衛生協会） など（

３ 食品関連事業者等へのチラシ配布、ファックス送信による情報提供

季節的な食中毒予防情報（腸炎ビブリオ情報、ノロウイルスによる感染性胃腸炎・

食中毒情報等）や食の安全に関する緊急情報などは、タイムリーな周知が重要である

ため、卸売市場等を通じて直接関係者へチラシを配布したり、ファックス送信などに

より、重点的に周知します。

４ 食品販売店や飲食店を活用した消費者への情報提供

食品販売店や飲食店などの協力を得て、店頭でのポスター掲示やチラシ配布、広告

への掲載などを通じ、消費者に対して食の安全・安心に関する様々な情報を提供しま

す。

出前講座等の講習会による情報提供５

食の安全・安心に関する事項を周知・広報するため、様々な機会を捉え、県の職員

等が出向き 「食の安全・安心出前講座」などを行います。、
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関係者の役割

食品関連事業者：食の安全に関する情報収集を行うとともに、行政や関係団体が開催す

る講習会などに積極的に参加し、新たな知識の習得に努める。

食の安全に関して学んだ知識を、職場や事業者間で共有し、安全・安

心な食品の提供に努める。

消 費 者：食の安全に関する情報収集を行うとともに、行政や関係団体が開催す

る講習会などに積極的に参加し、新たな知識の習得に努める。

食の安全に関して学んだことを、家族や知人、友人などと共有し、食

品の選択や調理、保存などに活用するとともに、食中毒の予防に取り組

む。

取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

県ホームページ「食の安全インフォメーショ 10,936 20,000 30,000
ン」年間閲覧数

メールマガジン「いただきます！にいがた食 ０人 1,500人 3,000人
の安全・安心通信」配信登録者数

食の安全・安心出前講座開催数 ０回 １０回 ２０回

県から食の安全・安心についての情報が十分 ０．４％ １０％ ４０％
に提供されていると感じる県民の割合 （平成18年）
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施策１２ 食品関連事業者から消費者への情報提供の推進

第15条第２項 県は、食品関連事業者が消費者に対して行うその事業活動に係る正確かつ適切
な情報その他の食の安全・安心に関する情報の提供の促進に必要な支援を行うものとする。

現状と課題

近年、企業の社会的責任として適切な情報開示が求められるようになっています。ま

た、平成１７年度に実施した県民アンケート結果でも、食品関連事業者に求めるものと

して回答者の約６割が事業者や食品そのものの情報の公開を求めています。

食品関連事業者が消費者に対し適切な情報提供を行うことは、食品関連事業者や食品

に対する消費者の信頼の確保につながることから、積極的な情報提供を推進するシステ

ムづくりを進める必要があります。

参考データ

（平成１７年度第１回県民アンケート）

問８ 消費者が食品の製造・販売業者に

求めること（○は３つまで）

取組方針

○ 食品関連事業者が、消費者に対し自らが行う食の安全・安心の取組に関する情報公開

を推進します。

県の取組

１ 自主基準の設定・公開制度 を活用した、食品関連事業者の情報公開の推進[27]

自主基準の設定・公開制度の検討に際しては、食品関連事業者が行う情報公開の内

容や頻度などを県が示すガイドラインに盛り込み、取組を推進します。

２ 消費者の見学を受け入れている製造所等食品関連事業者の情報提供

食品関連事業者から消費者への情報提供の一環として、消費者の見学や研修を受け

入れている食品関連事業者の情報を県が収集し、ホームページ等で紹介します。

３ 県ホームページを活用した自主回収情報の公開

食品事業者による自主回収情報の県ホームページを活用した情報提供について検討

します。

４ トレーサビリティ システムに基づく消費者への情報提供[9]

農林水産物等のトレーサビリティが円滑に運用されるよう支援を行うとともに、消

費者に対し、システムの理解と普及を図ります。
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５ 農業体験を通じた消費者への情報提供

ふれあい農場体験など食品関連事業者が行う生産現場に直接消費者が触れる取組に

ついて、県として積極的に支援し、消費者の理解を深めます。

関係者の役割

食品関連事業者：自ら行っている食の安全・安心に関する取組や食品の情報について積

極的に公開し、消費者への情報提供に努める。

農業体験の場の提供や食品製造・流通・販売施設の見学会、消費者と

の交流会などを積極的に開催し、消費者との相互理解に努める。

消費者からの問い合わせに対し、正確に答えられる体制づくりに努め

る。

消 費 者：食品関連事業者が自ら提供している食の安全に関する情報の収集に努

める。

、食品関連事業者の行う農業体験や食品製造・流通・販売施設の見学会

交流会などに積極的に参加し、事業者の食の安全への取組を理解するよ

う努める。

また、収集した情報は食品の選択や調理・保存などに活用し、食中毒

の予防に取り組む。

取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成16年） （平成20年） （平成24年）

学童等体験活動参加者数（修学旅行や総合学 87,418人 110,000人 130,000人
習等で体験交流に参加した小中学生等の数）

用語説明

（10ページ参照）[9] トレーサビリティ

（22ページ参照）[27] 自主基準の設定・公開制度
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施策１３ 消費者、食品関連事業者、県の相互理解の推進

第15条第３項 県は、食の安全・安心に関し、消費者、食品関連事業者及び県が相互に情報及
び意見の交換を行い、消費者及び食品関連事業者が相互に理解を深めるために必要な措置を
講ずるものとする。

現状と課題

食の安全・安心の捉え方は知識や立場、経験の違いなどにより異なっています。

県や食品関連事業者が行っている食の安全に関する様々な取組について消費者の理解

を得ることは、食品関連事業者や食品に対する消費者の信頼の確保につながることにな

ります。

平成１７年度に実施した県民アンケート結果でも、回答者は農薬や動物用医薬品の使

用について、基準以上の削減を求める傾向がある一方、食品の安全確保に対するコスト

意識が低いなど、食品関連事業者の食の安全・安心に関する取組について、意識や考え

方に温度差や違いがあると考えられることから、相互理解のため、情報や意見の交換を

広く行う必要があります。

参考データ（平成１７年度第１回県民アンケート）

問２ 農薬の使用についてどのように考えますか

問３ 動物用医薬品の使用についてどのように考えますか

問６ 食品の安全確保と価格について

あなたはどのように考えますか。
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取組方針

○ 県は、消費者、食品関連事業者の相互理解を深めるため、お互いに情報や意見を交換

できる場の提供を推進します。

県の取組

１ 消費者、食品関連事業者、県の相互理解をすすめるイベント等の開催

県は、消費者、食品関連事業者の相互理解の推進のため、相互に関心の高いテーマ

や伝えたいテーマによる意見交換会などを開催します。

また、新潟県における食の安全・安心に関する情報の共有を進めるため、参加者が

能動的に取り組めるようアンケートやクイズなどを活用したイベントを開催します。

２ にいがた食の安全・安心審議会 の開催[6]

条例に基づき、定期的ににいがた食の安全・安心審議会を開催し、食の安全・安心

に関する重要事項を審議頂き、施策を実施していきます。

３ 関係団体が行う相互理解の取組の支援

関係団体などが主催するリスクコミュニケーション[7]などの取組に対し、必要な支

援を行います。

４ 消費者が自ら行う食の安全・安心に関する取組に対する支援

消費者が自ら企画する食の安全・安心に関する取組に対し、講師や説明者の派遣、

ホームページ等での取組の紹介など必要な支援を行います。

関係者の役割

食品関連事業者：行政や消費者との意見交換会やリスクコミュニケーション、交流会な

どを企画し、また積極的に参加し、それぞれの立場の意見についての理

解を深めるとともに、自らの意見についても積極的に発言する。

消 費 者：行政や食品関連事業者との意見交換会やリスクコミュニケーション、

交流会などを企画し、また積極的に参加し、それぞれの立場の意見につ

、 。いての理解を深めるとともに 自らの意見についても積極的に発言する

行政や食品関連事業者の取組について、どこに不安があり、どうすれ

ば安心できるか積極的に意見を述べる。

取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

県民意見交換会の開催回数 ５回 ７回 １４回

にいがた食の安全・安心審議会の開催回数 ０回 ３回 ３回
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用語説明

（8ページ参照）[6] にいがた食の安全・安心審議会

（8ページ参照）[7] リスクコミュニケーション
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施策１４ 自主基準の設定及び公開の推進

食品関連事業者は、県民が安全で安心な食品等を選択することができるように、知事第16条
が別に定めるところにより、自らが提供する食品等に係る食の安全・安心に関する基準の設
定及び公開並びにその遵守に努めるものとする。

２ 県は、前項の規定により食品関連事業者が行う基準の設定及び公開を促進するために必要
な措置を講ずるものとする。

現状と課題

平成１７年度に実施した県民アンケート結果では、回答者の約６割が食品関連事業者

や製品に関する情報の公開を求めており、５割以上が食の安全・安心に積極的な取組を

している事業者から食品を購入すると答えており、事業者から消費者への情報提供をよ

り一層進めることが重要です。

消費者が食の安全・安心に積極的に取り組んでいる食品関連事業者を選択するために

は、事業者が自主的に安全・安心を高めるような取組を行い、それを自ら公開すること

により、消費者に食品選択の目安を提供し、消費者との信頼を深めるシステムの構築が

求められています。

参考データ（平成１７年度第１回県民アンケート）

問７ 消費者が生産者に求めること 問８ 消費者が食品の製造・販売業者に求めること

（○は３つまで） （○は３つまで）

取組方針

○ 食品関連事業者が、自ら食の安全・安心に関する基準を設定し公開することにより、

県民が食品を選択する際の目安を提供します。
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県の取組

（再掲）１ 自主基準の設定・公開制度 の創設、普及[27]

県は、食品関連事業者が自ら食の安全・安心に関する取組として、県のガイドライ

ンに従って自らの自主基準や遵守状況を公開する制度の創設を検討します。

この制度は、食品関連事業者の食の安全・安心に対する取組を消費者に伝え、意識

の高揚を図るとともに、県民が食品を選択する際の目安を提供するものです。

（再掲）２ 外食での牛肉の原産地表示の推進

米国産牛肉の輸入再開により、消費者からは、外食での牛肉の原産地表示を望む声

が強まっていることから、外食での牛肉の原産地表示に関する県の指針を定めるとと

もに、指針に基づく取組を推進するため 「外食の原材料原産地表示取組宣言制度」を、

創設し、表示の推進を図ります。

関係者の役割

食品関連事業者：自らの食の安全・安心に関する取組について、自主基準の設定・公開

制度などを活用して積極的に公表し、消費者の理解を得るよう努める。

消 費 者：自主基準の設定・公開制度の意味や効果を理解し、同制度に基づき提

供されている食の安全・安心に関する情報を目安に店舗の利用や製品の

選択を行うなど、同制度を自らの消費行動に積極的に活用するよう努め

る。

用語説明

（22ページ参照）[27] 自主基準の設定・公開制度
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施策１５ 食育の推進

県は、県民が食品関連事業者の活動、自らの食生活等に関心を持ち、食の安全・安心第17条
に対する理解を深めることができるように、地産地消（地域で生産された農林水産物を当該
地域で消費することをいう｡)の推進、食品等の安全性に関する様々な教育の機会の提供等に
より、食育（食に関する知識及び食を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することが
できる人間を育てることをいう｡)の取組を推進するものとする。

２ 県は、前項の取組を推進するに当たっては、家庭、学校、地域等で相互に緊密な連携が図
られるよう必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

近年の食生活をめぐっては、生産者と消費者の相互理解の不足、食習慣の乱れによる

生活習慣病の増加、食品の安全性に対する信頼性の低下、食料の海外依存による食料自

給率の低下等の問題が顕在化しています。

そのため 「食」を通じて私たち一人一人が生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな、

人間性を育んでいくことが緊要な課題となっています。

取組方針

○ 新潟県食育推進計画[4]に基づき、食育を推進します。

県の取組

１ 家庭、学校、地域における食育の推進

家庭、学校、保育所、地域その他多様な関係者が連携・協力しながら、食育を県民

運動として推進します。

学校給食における地場産農林水産物の使用食品数調査を活用して、学校における食

に関する指導の充実を図ります。

２ 地産地消の推進

県民への意識啓発や地域活動を通じて地産地消運動[31]を県民全体に更に広げると

、 。ともに 生産者と消費者の交流による信頼関係づくりと地域農業への理解を図ります

関係者の役割

食品関連事業者：自ら積極的に食育の推進に努めるとともに、県や市町村、関係団体な

どが行う食育の取組に積極的に協力する。

消費者との交流等を通じ、食の安全に関する自らの取組への理解を深

めるよう努める。

、 、消 費 者：県や市町村 関係団体などが行う食育の取組に積極的に参加するなど

食に関する知識及び食を選択する力の習得に努め、生涯にわたる健全な

食生活を実現する。

地産地消運動などを通じて、食の安全・安心に関する生産者の取組や

生産物への理解を深める。
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取組指標

指標 現状 中間目標 目標
平成17年 （平成20年） （平成24年）（ ）

学校給食における地場産農林水産物の使用 ２７％ 検討中 検討中
割合

食育推進計画を作成・実施している市町村数 １ 検討中 検討中

7～14歳男性 0.0％
7～14歳女性 0.0％
15～19歳男性 15.6％ － 0％
15～19歳女性 4.0％

朝食を欠食する
人の割合＊ 20歳代男性 18.0％

20歳代女性 20.3％ － 15％以下
30歳代男性 19.5％

30歳代女性 7.1％ － 5％以下

＊は 「健康にいがた２１」の指標でもあり、現状値は平成16年県民健康・栄養実態調査で把握し、目、

標値は平成22年の目標値を記載している。

用語説明

（2ページ参照）[4] 新潟県食育推進計画

[31] 地産地消運動

「地域で生産された農林水産物をその地域で消費する取組」として位置付け、消費者や生産者、流

通関係者等が一体となって、①生産者の顔が見える「安全 「安心 「高品質」な県産農林水産物の提供」 」

による県民満足度の向上、②地域の消費者（実需者）ニーズを的確に捉えた生産・販売による県内農林

水産業の持続的発展」をねらいとした取組であり、新潟県では、県内全域をその地域として捉え、運動

を推進しています。
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施策１６ 食の安全・安心に係る施策の申出制度の普及

県民は、県の行う食の安全・安心に関する施策に改善が必要であると認めるときは、第18条
必要な措置が講ぜられるよう県に対して申出をすることができる。

２ 県は、前項の申出（以下「施策の申出」という｡)があったときは、必要な調査を行い、当
該施策の申出に係る処理の経過及びその結果を当該施策の申出をした者に対し通知するもの
とする。

３ 県は、施策の申出の処理に当たって必要があると認めるときは、にいがた食の安全・安心
審議会の意見を聴くものとする。

４ 県は、施策の申出の趣旨及びその処理の結果を公表するものとする。

現状と課題

この条例では「食の安全・安心に関する県の施策に対し必要に応じ意見を表明するこ

と」を県民の役割と規定しており、施策の申出制度は、意見を表明するための一つの仕

組みとして定められたものです。

県民がこの制度を利用し、食の安全・安心行政に積極的に意見を表明し、透明度の高

い処理が行われることで、県の施策に対する信頼感も高まることから、制度の周知を進

め、県民の積極的な行動を促す必要があります。

取組方針

○ 施策の申出制度の普及啓発を行います。

県の取組

１ 施策の申出の受付窓口や制度の周知

県ホームページや新聞等の広報媒体、各種団体の機関紙等を活用し、施策の申出窓

口や制度の周知を行い、制度の利用を推進し、県が行う食の安全・安心に関する施策

に県民の意見を反映させます。

関係者の役割

食品関連事業者：県の行う食の安全・安心に関する施策は、食品関連事業者が行う取組

に大きな影響を与えることから、それらの施策に関する情報を入手し、

協力するとともに、よりよい取組を進めるためその施策に改善が必要な

場合は、制度を利用し積極的に意見を表明する。

消 費 者：県の行う食の安全・安心に関する施策が日々の食生活にどのように関

わりがあるのかに心を持ち、よりよい食生活を送る上でその施策に改善

が必要な場合は、制度を利用し積極的に意見を表明する。
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施策１７ 食に起因する危害情報の申出制度の普及

県民は、健康に危害を及ぼし、又は及ぼすおそれのある食品等についての情報を入手第19条
したときは、必要な措置が講ぜられるよう県に対して申出をすることができる。

２ 県は、前項の申出があったときは、必要な調査を行い、必要があると認めるときは、この
条例に基づく措置その他の措置を講ずるものとする。

現状と課題

食品等の流通は広域化が進み、ひとたび食品等による健康被害が発生した場合は、多

数の消費者へ影響が及ぶことも考えられます。

食品等を原因とする健康被害について積極的に情報収集を行い、早期に適切な対応を

とることにより被害の拡大を防止することができることから、より県民が相談しやすい

窓口を設け、情報に基づき被害拡大防止を図る体制を構築することが必要とされていま

す。

取組方針

○ 危害情報の申出制度の普及啓発を行います。

県の取組

１ 危害情報の申出の受付窓口や制度の周知

県ホームページや新聞等の広報媒体、各種団体の機関紙等を活用し、危害情報の申

出窓口や制度の周知を行い、制度の利用を推進し、健康を損なうおそれのある食品等

の情報を収集し、その情報に基づき調査を行い健康被害の発生や拡大の防止を図りま

す。

関係者の役割

食品関連事業者：食の安全性の確保には、自らがその第一義的責任を有していることを

認識し、食品に関する危害情報を入手した場合は、迅速に情報提供を行

うとともに、速やかに必要な対策を実施する。

消 費 者：日頃から食品の安全性に関心を持ち、食品に関する危害情報を入手し

た場合は、制度を利用し積極的に申し出る。
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施策１８ 国や他の自治体との協力体制の整備

県は、食の安全・安心を図るために必要があると認めるときは、国等に対し、必要な第20条
協力を求め、又は食の安全・安心に関する施策の提言を行うものとする。

現状と課題

食品等の流通は輸入も含め広域化が進んでおり、その安全・安心確保対策には、県域

を越えた国や他の自治体との協力体制が不可欠です。

平成１４年に関係都道府県で結成された全国食品安全自治ネットワーク[32]は、加盟

自治体も増え情報交換等の役割を果たしており、都道府県間の横の連携はとれつつあり

ます。

一方、食の安全・安心の推進は市町村においても重要な課題となっておりますが、県

と市町村の間の食の安全・安心に関する意思疎通や情報交換のチャンネルは依然少ない

状況となっており、連携体制の構築が必要となっています。

取組方針

○ 国や他の都道府県、市町村等との連携体制を構築し、食の安全・安心確保対策に取り

組みます。

県の取組

１ 国への協力要請、食の安全・安心に関する施策の提言

内閣府の食品安全委員会をはじめ関係省庁との連携や情報交換を一層進めるととも

に、施策の実施にあたっては相互協力に努めるほか、必要に応じて食の安全・安心に

関する施策の提言を行います。

２ 全国食品安全自治ネットワークへの参加、活用

群馬県等が運営する全国食品安全自治ネットワークに引き続き参加し、情報の共有

化や都道府県が連携した施策の実施に努めます。

３ 県内市町村との連携強化

県内市町村の食の安全・安心に関する連絡体制を整備し、情報の共有化と連携した

施策の実施に努めます。

市町村との食の安全・安心に関する電子メールを活用した情報ネットワークの構築

を検討するとともに、地域住民に対する情報提供にあたり連携を強化します。

関係者の役割

食品関連事業者：県が国や他の自治体などと連携して行う食の安全・安心に関する取組

についての情報を集め、協力するとともに、必要に応じて県の施策に対

する意見を表明する。

消 費 者：県と市町村が地域において行う食の安全・安心への取組について積極

的に参加・協力するとともに、必要に応じて意見を表明する。
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用語説明

[32] 全国食品安全自治ネットワーク

群馬県、岐阜県、佐賀県の３県が提唱県となり、食品の広域化や多様化に対応するため、全国の地

方自治体による知恵と情報の連携を図るため設置された会議です。
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施策１９ 食の安全・安心に係る人材の育成

県は、食の安全・安心に係る専門的な知識を有する人材を育成するために必要な措置第21条
を講ずるものとする。

現状と課題

食の安全・安心の確保のためには、食品関連事業者と消費者の相互理解を深め、安全

の確保と安心感の醸成を図ることが重要です。

そのためには、生産から消費に至る各段階で専門的な知識を有する人材を育成し、そ

ういった人々が地域や業界のリーダーとして様々な形で知識の普及啓発に努めていくこ

とが必要です。

取組方針

○ 食の安全・安心に関する正しい知識の普及を行うため、生産から消費に至る各段階で

の専門知識を有する人材の育成に努めます。

県の取組

１ 食品衛生指導員 の養成及び継続教育[33]

食品営業者の自主管理指導を行っている(社)新潟県食品衛生協会の食品衛生指導員

の養成と継続教育について、今後とも県として取り組みます。

２ にいがた食の安全・安心サポーターの設置

食品衛生指導員や食品衛生監視員として従事した経験を持つ人材、きのこの食・毒

の鑑別が出来る人材を「にいがた食の安全・安心サポーター」として委嘱し、食品営

業者に対する助言指導や食中毒予防、消費者とのコミュニケーションの推進に活用し

ます。

３ 食品衛生監視員 のＨＡＣＣＰ に関する指導力強化[34] [15]

食品衛生監視員を対象にＨＡＣＣＰシステムに関する専門的な研修を行い、食品営

業者のＨＡＣＣＰシステムの導入・運用に関し、支援が行えるよう指導力の強化を図

ります。

４ 農薬管理指導士の確保・育成

農薬に関する高度な知識と農薬使用者に対する指導力を有する農薬販売者や防除業

者等の人材を農薬管理指導士として、確保・育成し、農薬使用者に対する農薬の適正

使用の普及を図ります。

５ 食育ボランティアの登録・育成及び活動支援

食に関する専門的知識・技術（資格、経験等）を持ち、地域レベルでの「食生活指

針」の普及定着等の食育実践活動をお手伝いいただく食育ボランティアを登録・育成

し、その活動を支援します。
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関係者の役割

食品関連事業者：食の安全・安心に関する専門的な知識を有する人材の計画的な育成に

努めるとともに、県などに協力し、他の食品関連事業者や消費者への正

しい情報の伝達、普及に努める。

消 費 者：食の安全に関心を持ち、知識の研鑽に努めるとともに、自らの専門知

識や経験を生かし、県などが行う食の安全・安心に関する取組に参画す

る。

取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

にいがた食の安全・安心サポーター数 ０人 ４０人 ４０人

農薬管理指導士資質向上研修受講者数 ７００人 ７００人 ７００人

食育ボランティア登録数 １６４人 検討中 検討中
(平成18年)

食品衛生監視員のＨＡＣＣＰ研修受講率 ９０％ ９４％ １００％

用語説明

（13ページ参照）[15] ＨＡＣＣＰ
ハ サ ッ プ

[33] 食品衛生指導員

食品衛生指導員は、社団法人新潟県食品衛生協会長から委嘱され、食品関係営業者の自主管理体制

の確立や消費者に対して食中毒予防などの普及啓発を行っています。

県内では、約２，２００名の食品衛生指導員が地域での施設巡回指導などを行い、食中毒予防啓発

など自主衛生管理活動に取り組んでいます。

[34] 食品衛生監視員

食品衛生監視員とは、保健所などに配置されている公務員で、食品Gメンなどとも言われています。

主な職務は、食品営業施設の監視指導、食品の検査や住民からの相談業務などを行っています。
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施策２０ 環境保全に配慮した事業活動の推進

県は、食の安全・安心に関する施策の策定に当たっては、食品等の安全性と土壌、地第22条
下水、河川、海域等の環境が密接に関係していることを踏まえ、これらの汚染の防止その他
の環境保全のための施策と十分に連携を図るとともに、食品関連事業者による事業活動が環
境に配慮したものとなるよう必要な措置を講ずるものとする。

現状と課題

県民の環境保全に対する意識の向上などから、農林水産業や食品製造業などの食品関

連事業者の事業活動においても、環境に優しい取組が求められています。

そのため、食品関連事業者は、環境と調和した持続的な生産を行い、事業活動に伴う

廃棄物を削減するなど環境に対する負荷を減らす対策が求められています。

取組方針

○ 食品関連事業者に対し、事業活動に際しては環境に配慮したものとなるよう指導しま

す。

県の取組

１ 環境保全型農業の推進（再掲）

たい肥等有機質資源を利用した土づくりを基本とし、化学合成農薬や化学肥料の使

用量を低減した栽培の実践を通じ、環境と調和した環境保全型農業を推進します。

また 「持続性の高い農業生産方式の導入に関する法律」に基づき、環境保全型農業、

を実践する農業者をエコファーマー[13]として認定します。

２ 家畜排せつ物法 の遵守状況の巡回調査などによる監視、指導[35]

家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の推進を図るため、農家の巡回調査などを行

い、家畜排せつ物の管理基準の遵守状況の監視、指導を行います。

３ 食品関連事業者の適正な廃棄物処理、排水処理等の推進

食品関連事業者の監視指導を行う際には、法に基づく適正な廃棄物処理、廃水処理

にがなされているか確認し、必要な指導を行います。

関係者の役割

食品関連事業者：環境を汚染することがないよう配慮した事業活動を行い、廃棄物を減

らすなど環境に対する負荷を減らすよう努める。

、 、 。また 食品加工残さ等の有機資源について たい肥等への活用を図る

消 費 者：環境保全活動の社会的な重要性や必要性を理解し、環境保全活動に積

極的な食品関連事業者の店舗の利用や製品を消費することなどにより、

消費活動を通じて環境保全活動が進むよう努める。

また、自らも環境に配慮した食品の利用や廃棄物を減らす取組などを

積極的に行う。
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取組指標

指標 現状 中間目標 目標
（平成17年） （平成20年） （平成24年）

家畜排せつ物法の遵守している生産者の割合 １００％ １００％ １００％

特別栽培農産物等面積[14] （再掲） 9,403ha 35,000ha 55,000ha

エコファーマー認定者数 （再掲） 1,143人 2,500人 4,400人

用語説明

（11ページ参照）[13] エコファーマー

（11ページ参照）[14] 特別栽培農産物等面積

[35] 家畜排せつ物法

正式には「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」といい、畜産業における家畜

排せつ物の管理基準や利用促進、指導などが定められている法律です。


